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平成１４年１２月期    個別中間財務諸表の概要       平成１４年８月８日 

 

ア サ ヒ ビ ー ル 株 式 会 社               上場取引所（東証・大証・名証各第１部） 

コ ー ド 番 号     ２ ５ ０ ２                  本店所在都道府県  東京都 

（ＵＲＬ http://www.asahibeer.co.jp） 

問合せ先    責任者役職名 広 報 部 長          

        氏    名 古田土 俊男          ＴＥＬ ０３（５６０８）５１２６ 

決算取締役会開催日 平成１４年８月８日            中間配当制度の有無：有 

中間配当支払開始日 平成 －年－月－日            単元株制度採用の有無：有（１単元１，０００株） 
 
１．１４年６月中間期の業績（平成１４年１月１日～平成１４年６月３０日） 

（１）経営成績                                   （百万円未満切捨て） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 

１４年６月中間期 ４９９，８８０ △2.0 ２８，６５２  1.3 ２３，１５９   23.9

１３年６月中間期 ５１０，０１４  6.3 ２８，２９３ △7.7 １８，６８５ △18.6

１３年１２月期 １，１２１，９２０   ７８，３７１   ６２，７３５  
 

 
中間（当期）純利益 

１株当たり中間 

（当期）純利益 

 百万円   ％ 円    銭 

１４年６月中間期 ７，２８１  219.5    １４   １９ 

１３年６月中間期 ２，２７８ △74.5     ４   ５２ 

１３年１２月期 ７，２５９         １４   ３９ 

（注）①期中平均株式数  

14 年 6 月中間期 513,030,656 株  13 年 6 月中間期 504,521,189 株  13 年 12 月期 504,314,503 株 

   ②会計処理の方法の変更 無 

   ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は対前年中間期増減率 
 
（２）配当状況 

 １株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

 円    銭 円    銭 

１４年６月中間期 ０   ００             

１３年６月中間期 ６   ００             

１３年１２月期            １３   ００ 
 
（３）財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％    円   銭

１４年６月中間期 １，１３７，４３４ ３９０，８５１ ３４．４ ７６１  ９１ 

１３年６月中間期 １，１８３，７３８ ３７８，０９１ ３１．９ ７４７  ３４ 

１３年１２月期 １，１４８，２１９ ３８８，３２０ ３３．８ ７５６  ８４ 

（注）①期末発行済株式数 

14 年 6 月中間期 512,987,579 株  13 年 6 月中間期 505,917,148 株  13 年 12 月期 513,081,389 株 

   ②期末自己株式数 

    14 年 6 月中間期   598,283 株  13 年 6 月中間期     457,794 株   13 年 12 月期      503,615 株 
 
２．１４年１２月期の業績予想（平成１４年１月１日～平成１４年１２月３１日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 期 末  

 百万円 百万円 百万円  円  銭  円  銭

通  期 １,１３０,０００ ５５,０００ １４,０００ １３ ００ １３ ００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ２７円 ２９銭 

※上記の予想は、本資料の発表日現在における将来の見通し、計画のもととなる前提、予測を含んで記載しております。実際

の業績は、今後様々な要因によって上記予想とは異なる結果となる可能性があります。 
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比 較 中  間  貸 借 対 照 表 

（金額単位：百万円） 

平成１４年６月中間期

平成 14 年 6 月 30 日現在

平成１３年６月中間期

平成 13 年 6 月 30 日現在

増 減 

（△印減） 

平成１３年１２月期

平成13年12月31日現在

        期  別 

科  目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 金 額 構成比

（ 資 産 の 部 ） ％ ％  ％

Ⅰ 流 動 資 産 336,497 29.6 410,396 34.7 △73,899 337,893 29.4

 現 金 及 び 預 金 3,718 4,524 △806 1,921

 受 取 手 形 10,064 15,147 △5,082 15,125

 売 掛 金 193,834 197,475 △3,640 197,049

 棚 卸 資 産 58,579 59,634 △1,054 45,563

 関 係 会 社 短 期 貸 付 金 53,652 117,131 △63,479 58,002

 そ の 他 20,826 19,603 1,223 25,012

 貸 倒 引 当 金 △4,180 △3,120 △1,059 △4,782

   

Ⅱ 固 定 資 産 800,937 70.4 773,342 65.3 27,595 810,325 70.6

 有 形 固 定 資 産 562,224 572,364 △10,140 569,267

  建 物 164,019 158,619 5,400 166,196

  機 械 及 び 装 置 180,680 177,008 3,672 181,863

  工 具 器 具 備 品 53,562 54,015 △453 54,200

  土 地 134,143 136,361 △2,218 133,367

  建 設 仮 勘 定 4,483 22,927 △18,444 9,186

  そ の 他 25,335 23,431 1,903 24,452

   

 無 形 固 定 資 産 7,741 7,839 △97 7,953

   

 投 資 そ の 他 の 資 産 230,971 193,138 37,832 233,104

  投 資 有 価 証 券 57,933 75,280 △17,346 61,430

  関 係 会 社 株 式 72,354 73,732 △1,378 74,045

  そ の 他 124,000 62,497 61,503 115,464

  貸 倒 引 当 金 △23,318 △18,372 △4,946 △17,836

   

資 産 合 計 1,137,434 100.0 1,183,738 100.0 △46,304 1,148,219 100.0
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（金額単位：百万円） 

平成１４年６月中間期

平成 14 年 6 月 30 日現在

平成１３年６月中間期

平成 13 年 6 月 30 日現在

増 減 

（△印減） 

平成１３年１２月期

平成13年12月31日現在

       期  別   

科  目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 金 額 構成比

（ 負 債 の 部 ） ％ ％  ％

Ⅰ 流 動 負 債 528,608 46.5 579,336 49.0 △50,727 498,713 43.4

 支 払 手 形 1,249 341 907 378

 買 掛 金 49,390 51,935 △2,545 47,983

 短 期 借 入 金 103,500 86,000 17,500 70,500

 １年以内償 還予定の社 債 18,418 50,097 △31,679 48,419

 未 払 酒 税 145,456 152,621 △7,164 138,956

 預 り 金 75,180 67,103 8,077 78,988

 コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー 60,000 81,000 △21,000 19,000

 そ の 他 75,413 90,237 △14,824 94,487

   

Ⅱ 固 定 負 債 217,973 19.1 226,311 19.1 △8,337 261,185 22.8

 社 債 110,000 70,000 40,000 120,000

 転 換 社 債 45,448 53,867 △8,419 45,448

 長 期 借 入 金 10,000 42,500 △32,500 41,500

 長 期 未 払 金 600 1,800 △1,200 1,800

 長 期 預 り 金 34,360 32,878 1,482 33,607

 退 職 給 付 引 当 金 17,565 25,266 △7,700 18,829

負 債 合 計 746,582 65.6 805,647 68.1 △59,065 759,898 66.2

（ 資 本 の 部 ）  

Ⅰ 資 本 金 182,531 16.1 178,086 15.0 4,444 182,530 15.9

Ⅱ 資 本 剰 余 金 189,903 16.7 185,466 15.7 4,436 189,903 16.5

  資 本 準 備 金 129,903 185,466 △55,563 189,903

  そ の 他 資 本 剰 余 金 60,000 － 60,000 －

Ⅲ 利 益 剰 余 金 20,117 1.8 14,537 1.2 5,580 16,485 1.5

  利 益 準 備 金 － 8,383 △8,383 8,687

  任 意 積 立 金 2,951 3,138 △186 3,138

  中間（当期）未処分利益 17,165 3,014 14,150 4,659

Ⅳ その他有価証券評価差額金 △994 △0.1 － － △994 － －

Ⅴ 自 己 株 式 △705 △0.1 － － △705 △598 △0.1

資 本 合 計 390,851 34.4 378,091 31.9 12,760 388,320 33.8

負 債 資 本 合 計 1,137,434 100.0 1,183,738 100.0 △46,304 1,148,219 100.0
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〔貸借対照表の注記〕 

                                              （金額単位：百万円） 

摘   要 平成１４年６月中間期

（平 14.6.30 現在） 

平成１３年６月中間期

（平 13.6.30 現在） 

増 減 

（△印減） 

平成１３年１２月期

（平 13.12.31 現在）

１．有形固定資産に対する 

減 価 償 却 累 計 額 
３１３，３１２ ３０１，５７８ １１，７３４ ３１６，６６６

株数（株） ５９８，２８３ ４５７，７９４ １４０，４８９ ５０３，６１５２．自己株式 

金 額 ７０５ ５４４ １６０ ５９８

（注）上記「自己株式」には、ストックオプション制度により取得した自己株式４４３，０００株が含まれております。 

 

３．期末日満期手形の処理 

  期末日満期手形は手形交換日をもって決済処理をしております。従って中間期末日は金融機関の休日のため、次の通り

期末日満期手形が期末残高に含まれております。                      （金額単位：百万円） 

 平成１４年６月中間期

（平 14.6.30 現在） 

平成１３年６月中間期

（平 13.6.30 現在） 

増 減 

（△印減） 

平成１３年１２月期

（平 13.12.31 現在）

受 取 手 形 １，２７４ ９９３ ２８１ ６２３

支 払 手 形 ５ ３１ △２６ ８

 

４．偶発債務 

（１）借入金等に対する保証債務等                              （金額単位：百万円） 

摘  要 
平成１４年６月中間期

（平 14.6.30 現在） 

平成１３年６月中間期

（平 13.6.30 現在） 

増 減 

（△印減） 

平成１３年１２月期

（平 13.12.31 現在）

保 証 債 務 ７，６８５ ８，４５５ △７６９ ９，５０９

保 証 予 約 ５０８ ４，３４４ △３，８３５ １，６０８

経営指導念書等 １９，５４１ ３７，５８８ △１８，０４７ ３５，３４５

 

（２）デリバティブ取引に対する保証債務等                          （金額単位：百万円） 

摘  要 
平成１４年６月中間期

（平 14.6.30 現在） 

平成１３年６月中間期

（平 13.6.30 現在） 

増 減 

（△印減） 

平成１３年１２月期

（平 13.12.31 現在）

契約額等 １１，５０８ ２３，８６７ △１２，３５８ ２２，１７９経営指導 

念 書 等 評価損益 △６１ ３７３ △４３５ ３４７

（注）上記デリバティブ取引は、連結子会社の借入金等に関する金利変動リスク等を回避する目的のものであります。 

 

５．平成１４年６月中間期中の発行済株式数の増加内訳 

１株当たり 
銘  柄 

平成１４年６月中間期 

増 加 株 式 数 転 換 価 格 資本組入額 

 千株 円    銭 円

第９回無担保転換社債 ０ １，１６５  ００   ５８３ 
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比 較 中 間 損 益 計 算 書 

（金額単位：百万円） 

平成１４年６月中間期

自平成 14 年 1 月 1 日

至平成 14 年 6 月 30 日

平成１３年６月中間期

自平成 13 年 1 月 1 日

至平成 13 年 6 月 30 日

増 減 

（△印減） 

平成１３年１２月期

自平成 13 年 1 月 1 日

至平成 13 年 12 月 31 日

期  別    

科  目 

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 金 額 百分比

  ％ ％  ％

Ⅰ 売 上 高 499,880 100.0 510,014 100.0 △10,133 1,121,920 100.0

Ⅱ 売 上 原 価 363,499 72.7 376,505 73.8 △13,005 827,175 73.7

 売 上 総 利 益 136,380 27.3 133,509 26.2 2,871 294,745 26.3

   

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 107,728 21.6 105,216 20.6 2,512 216,373 19.3

 営 業 利 益 28,652 5.7 28,293 5.6 359 78,371 7.0

   

Ⅳ 営 業 外 収 益 1,920 0.4 1,808 0.3 112 2,717 0.2

  受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,508 1,497 11 2,027

  雑 収 入 412 311 101 690

   

Ⅴ 営 業 外 費 用 7,413 1.5 11,416 2.2 △4,002 18,353 1.6

  支 払 利 息 2,304 2,863 △558 5,429

  雑 支 出 5,108 8,552 △3,443 12,924

 経 常 利 益 23,159 4.6 18,685 3.7 4,474 62,735 5.6

   

Ⅵ 特 別 利 益 93 0.0 383 0.0 △289 1,824 0.2

  固 定 資 産 売 却 益 0 0 0 908

  投 資 有 価 証 券 売 却 益 92 383 △290 699

  子 会 社 株 式 売 却 益 － － － 215

   

Ⅶ 特 別 損 失 11,222 2.2 14,927 2.9 △3,704 47,133 4.2

  固 定 資 産 売 却 除 却 損 5,022 1,269 3,752 6,312

  投 資 有 価 証 券 売 却 損 403 15 388 2,979

  投 資 有 価 証 券 評 価 損 473 2,023 △1,550 7,644

  子 会 社 株 式 評 価 損 5,305 3,627 1,677 5,377

  子 会 社 整 理 損 失 － 25 △25 8,985

  退職給付会計基準変更時差異 － 7,866 △7,866 15,733

  役 員 退 職 慰 労 金 18 99 △80 99

 税引前中間（当期）純利益 12,029 2.4 4,140 0.8 7,889 17,426 1.6

 法人税、住民税及び事業税(*) 4,748 0.9 1,862 0.4 2,886 22,750 2.0

 法 人 税 等 調 整 額 － － － － － △12,582 △1.1

 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 7,281 1.5 2,278 0.4 5,002 7,259 0.7

   

 前 期 繰 越 利 益 1,197 736 461 736

 利 益 準 備 金 取 崩 額 8,687 － 8,687 －

 中 間 配 当 額 － － － 3,032

 中間配当に伴う利益準備金積立額 － － － 303

 中間（当期 ）未処分利 益 17,165 3,014 14,150 4,659

注記（＊）中間期末においては税効果会計の適用に当たり「簡便法」を採用しておりますので法人税等調整

額を含めた金額で一括掲記しております。 
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部 門 別 売 上 高 
（金額単位：百万円） 

区 分 
平成１４年６月中間期 

（平 14.6.30 現在） 

平成１３年６月中間期 

（平 13.6.30 現在） 

増 減 

（△印減） 

平成１３年１２月期

（平 13.12.31 現在）

  ％ 

ビ ー ル ３８６，０６８ ４２５，８１０ △９．３ ９３２，２３４

発 泡 酒 ８６，１０４ ６５，８９９ ３０．７ １４２，５４３

ｳｲｽｷｰ・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｰ １２，７７５ ７，７１３ ６５．６ ２１，３４６

ワ イ ン ４，７８５ ３，６０８ ３２．６ ８，４５４

その他の酒類等 ９，２８８ ６，０９７ ５２．３ １５，５７５

不 動 産 ８５７ ８８５ △３．１ １，７６６

  

合 計 ４９９，８８０ ５１０，０１４ △２．０ １，１２１，９２０
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〔中間財務諸表の基本となる重要な事項〕 

１． 有価証券の評価基準及び評価方法 

（１） 子会社株式及び関連会社株式･･････移動平均法に基づく原価法 

（２） その他有価証券 

① 時価のあるもの･･･中間決算日前一ヶ月の市場価格等の平均価格に基づく時価法 

          （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

② 時価のないもの･･･移動平均法に基づく原価法 

 

２． 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

（１） 商品、製品、半製品･････････総平均法に基づく原価法 

（２） 販売用不動産･･･････････････個別法に基づく原価法 

（３） 原材料、貯蔵品･････････････移動平均法に基づく原価法 

 

３． 固定資産の減価償却の方法(***) 

（１） 有形固定資産 

① 生産設備･････････････････････････････････････････････定額法 

② 物流設備ほか（平成１０年４月１日以降取得の建物*）････定額法 

③ 上記以外の物流設備ほか･･･････････････････････････････定率法 

(*)ただし、建物付属設備は除く。 

（２） 無形固定資産･････････････････････････････････････････定額法(**) 

(**)ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法。 

   (***)耐用年数及び残存価額については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

 

４． 繰延資産の処理方法･･････繰延資産については、支出時に全額費用としております。 

 

５． 引当金の計上基準 

（１） 貸倒引当金･･･････債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につきましては貸倒実績率により、貸倒懸 

念債権等特定の債権につきましては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

（２） 退職給付引当金･･･従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ 

き、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。数理計算

上の差異は、発生時の翌会計期間から従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）

による定額法によって処理しております。 

 

６． リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

７． 消費税等の処理 

消費税等は税抜き方法によっております。なお、仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ流動負債「その他」に含

めて表示しております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等は、発生事業年度の期間費用としております。 
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〔追加情報〕 

１． 金融商品会計 

当中間会計期間からその他有価証券のうち時価のあるものの評価方法について、金融商品会計に係る会計基準（「金融商

品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成 11 年 1月 22 日））を適用しております。 

この結果、その他有価証券評価差額金△９９４百万円、繰延税金資産７１４百万円が計上されています。 

 

２． 自己株式 

前中間会計期間まで流動資産及び固定資産の投資その他の資産に記載しておりました「自己株式」は、中間財務諸表等規

則の改正により当中間会計期間から資本に対する控除項目として資本の部の末尾に表示しております。 

 

３． 貸借対照表 

当中間会計期間から「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する内閣府令」（平成 14 年 3

月 26 日内閣府令第 10 号）附則第 2項ただし書きに基づき、資本の部は、資本金、資本剰余金、利益剰余金及びその他の

科目をもって掲記しております。 

 

４． その他有価証券の減損処理の時価 

その他有価証券のうち時価のあるものを減損処理する場合には、従来、決算日の市場価格等に基づく時価によっておりま

したが、当中間会計期間より、株式市況の短期的な変動による影響を排除するために、中間決算日前一ヶ月の市場価格等

の平均価格によっております。なお、この変更による影響額は軽微であります。 
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〔リース取引関係〕 
１． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 

                                                   （金額単位：百万円） 

平成１４年６月中間期 平成１３年６月中間期 平成１３年１２月期  

機械及

び装置 

工具・器

具・備品 

その他 合 計 機械及

び装置

工具・器

具・備品

その他 合 計 機械及

び装置 

工具・器

具・備品 

その他 合 計

取 得 価 額 

相 当 額 

 

45,914 

 

38,899 

 

74 84,888 45,914 37,901 74 83,889

 

45,914 

 

39,036 86 85,036

減 価 償 却 

累 計 額 相 当 額 

 

26,982 

 

20,153 

 

28 47,164 22,766 19,387 40 42,194

 

24,924 

 

19,981 40 44,946

中間期末（期末） 

残 高 相 当 額 

 

18,932 

 

18,745 

 

46 37,723 23,148 18,513 33 41,695

 

20,990 

 

19,054 45 40,090

 
②未経過リース料 中間期末(期末)残高相当額                          （金額単位：百万円） 

 平成１４年６月中間期 平成１３年６月中間期 平成１３年１２月期 

１ 年 内 １０，７５５ １０，８２５ １０，７６２ 

１ 年 超 ２８，９９０ ３３，４９６ ３１，６８９ 

合  計 ３９，７４５ ４４，３２２ ４２，４５２ 

 
③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額                     （金額単位：百万円） 

 平成１４年６月中間期 平成１３年６月中間期 平成１３年１２月期 

支 払 リ ー ス 料 ６，６０７ ６，６１３ １３，２８８ 

減価償却費相当額 ５，３９５ ５，４６６ １０，８０３ 

支払利息相当額   ８７０ １，０５４  ２，０２６ 

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

・利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によっております。 

 

２． オペレーティング・リース取引  

・未経過リース料                                      （金額単位：百万円） 

 平成１４年６月中間期 平成１３年６月中間期 平成１３年１２月期 

１ 年 内 １０  ７ １０ 

１ 年 超 １４ １２ １４ 

合  計 ２５ ２０ ２５ 
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〔有価証券関係〕 

有 価 証 券 

当中間会計期間末（平成 14 年 6月 30 日現在） 

子会社株式で時価のあるもの                            （金額単位：百万円） 

区  分 中間貸借対照表計上額 時  価 差  額 

子会社株式 ７，１０４ １６，７９１ ９，６８７ 

合  計 ７，１０４ １６，７９１ ９，６８７ 

 

前中間会計期間末(平成 13 年 6月 30 日現在) 

子会社株式で時価のあるもの                                  （金額単位：百万円） 

区  分 中間貸借対照表計上額 時  価 差  額 

子会社株式 ７，１０４ ２２，６０４ １５，４９９ 

合  計 ７，１０４ ２２，６０４ １５，４９９ 

 

前事業年度末(平成 13 年 12 月 31 日現在) 

子会社株式で時価のあるもの                            （金額単位：百万円） 

区  分 貸借対照表計上額 時  価 差  額 

子会社株式 ７，１０４ １６，１４６ ９，０４１ 

合  計 ７，１０４ １６，１４６ ９，０４１ 

 

 


